
電話番号

②成果参考指標の目標（実績）と施策の現状、及びその評価

年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 単位 年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 単位

目標値 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 目標値 300.0 320.0 340.0 360.0 380.0

取組目標値 取組目標値

実績値 25.0 実績値 311.0

達成率 100.0 － － － ％ 達成率 103.7 － － － ％

目標値 6.0 6.0 6.0 6.0 目標値

取組目標値 取組目標値

実績値 6.0 実績値

達成率 － － － － ％ 達成率 － － － － ％

③評価時点での施策目的に対する現状

④今年度末の施策目的の達成度予測

⑤課題の認識

⑥今後の取組みの方向性

更新日：

事務事業所管部局長
（幹事部局） 健康福祉部長　藤間　博之 0852-22-5230

救急病院数
病院

訪問看護師数

①施策の目的等

施策の名称

施策評価シート 評価実施年度： 平成２８年度

人

施策Ⅱ－３－１　医療機能の確保

２８年度の施策目的
の達成度予測

Ａ:達成できる
Ｂ:概ね達成できる（見直す
点がある）
Ｃ達成は困難

①訪問看護師数は、順調に伸びている。
②救急病院数、がん診療連携拠点病院及び島根県がん診療連携推進病院数は横ばいで推移している。
③ドクターヘリの広域連携により県西部の救急医療体制の強化につながっている。
④まめネット参加機関数は782機関(対前年比+356)と順調に伸びている。
⑤医療機関相互の機能分担・連携について具体的に協議や検討を進めることが求められている。

B

判断 その理由

目的 ○医療機関相互の機能分担と連携により、県民が必要かつ良質な医療を受けられるよう医療機能を確保します。

数値目標

①救急病院数については、医師確保の状況が引き続き厳しい状況の中で現状を維持している。
②在宅医療を推進するために必要な訪問看護師数は順調に伸びている。
③がん診療連携拠点病院等においては、医療従事者の確保・維持は厳しい状況にあるが、病院数の現状値は目標を達成している。
④島根県における血液自給率は100％である。

定性目標
平成28年度～平成31年度

　

がん診療連携拠点病院及
び島根県がん診療連携拠
点病院

病院

成果参考指標の実績
等の補足説明（任意
記載）

評価時点で施策目的
に対する現状
（客観的事実・デー
タなどに基づいた施
策の現状や取組状
況）

数値目標

2017/1/17 17:00

（１）平成３１年度
末の施策目的の達成
状況（予測）
Ａ:達成できる
Ｂ:概ね達成できる
Ｃ:達成は困難

判断 その理由（④の「判断」と異なる「判断」の場合のみ記載）

B

（２）施策の目的達
成に向けての課題

①医療従事者の確保に努め、医療機能の維持・確保を図りつつ、限られた医療従事者、施設、設備などを効率的、効果的に活用できるように、地域医
療構想の議論を通じて医療機関相互の機能分担と連携を強化する必要がある。
②ドクターヘリの運航やITを活用した全県医療情報ネットワークの利活用の促進により、専門性の高い医療については広範にわたる医療機関相互の連
携を、在
宅医療の推進については医療と介護の連携を支援することが重要である。また、離島・中山間における在宅医療を担う人材の確保が難しい。
③がん医療従事者は職種によって養成や確保が十分に進んでいない。また、緩和ケアの提供体制が不十分である。
④精神科救急指定病院が雲南圏域と隠岐圏域にはなく、浜田圏域と益田圏域は１カ所と限定されることから、二次医療圏域の枠を超えた精神科病院及
び診療所の協力体制が望まれる。
⑤島根県における血液自給率は100％であるが、近年若年層の献血者数は減少傾向が認められ、将来的には血液量の不足が懸念される。

課題解決に向けての
今後の取組みの方向
性

①限られた医療従事者、施設、設備などを最大限活用するため、医療機関相互の連携を強化することが求められる。また、地域医療構想の課題解決に
向け、保健所がコーディネートし、地域の医療機関・行政・医師会等関係団体の間で今後の地域医療体制を継続協議し実現を図る。
②救急病院の負担軽減につながるよう地域住民が実施する啓発活動等の支援を進める。また、医療機関相互の連携、医療と福祉の連携による在宅医療
の推進を図るため、全県医療情報ネットワークの利用拡大に向けた取り組みを進める。
③ヘリコプター等を活用した搬送については、ドクターヘリの広域連携を各県と連携して維持するとともに、防災ヘリ等の医師同乗支援を維持し、主
に離島中山間地域の救急医療体制の負担減を図る。
④がん診療提供体制の向上に向けて、拠点病院等と連携し、引き続き、がん医療従事者育成に係る経費の支援、緩和ケア体制の推進、相談機能の充実
等を進めていく。
⑤精神科救急医療については、今後とも、引き続き、365日24時間の診療応需及び相談体制を確保するとともに、精神科病院及び診療所の協力体制の
確保に努める。
⑥若年層を対象とした献血に関する啓発事業を、引き続き島根県赤十字血液センターと連携して実施する。



（単位：千円）

1 地域医療の連携推進
県民が、どの圏域においても一定程度の医療を適切に受けられるよう、医療機関等の
機能を充実させるとともに、医療連携体制の構築を進める。

1,009,667 954,423 医療政策課

2 救急医療体制の整備 初期、二次、三次の救急医療体制を確保する。 305,787 338,523 医療政策課

3 しまねがん対策強化事業 がん医療水準の向上及び均てん化を図る。 60,117 58,245 健康推進課

4 緩和ケアの推進 医療環境を充実するとともに緩和ケアそのものについて普及啓発を図る。 2,600 2,469 健康推進課

5 へき地等医療支援事業
へき地診療所の機能を維持すると共に、地域医療拠点病院のへき地での診療活動を
継続させる。

179,003 221,289 医療政策課

6 移植医療の推進 移植医療の正しい知識の普及及びドナー登録の推進を図る。 19,194 18,988 医療政策課

7 精神医療提供事業 ３６５日２４時間必要な精神科医療が受けられる。 85,964 300,135 障がい福祉課

8 血液対策事業 必要な血液が確保できる体制を整える。 4,325 4,403 薬事衛生課

9 在宅医療の推進事業
緩和ケアに精通した医療従事者の養成、歯科医療に従事する歯科衛生士及び歯科技
工士の確保を図る。

29,250 5,848 健康推進課

10 医療従事者確保対策事業
緩和ケアに精通した看護師の養成、歯科医療に従事する歯科衛生士及び歯科技工士
の確保を図る。

13,180 4,317 健康推進課

11 後期高齢者医療支援事業
後期高齢者医療制度が持続可能な制度となり、かつ安定的な運営ができるよう支援す
ることにより、安心して医療が受けられる環境を整える。

10,657,981 11,132,294 健康推進課

12 国民健康保険支援事業
国民健康保険制度が持続可能な制度となり、かつ安定的な運営ができるよう支援する
ことにより、安心して医療が受けられる環境を整える。

6,014,675 6,228,964 健康推進課

13 在宅医療の推進事業 薬局が在宅医療に携わることを推進する。 3,997 300 薬事衛生課

14 医療費適正化対策費
医療保険制度を持続可能なものとし、安心した生活を送ることを目的に県の医療費を
適正化する。

156 840 健康推進課

15 保険医療機関等指導事業
保険医療機関等への保険診療及び請求についての指導をすることにより、適正な保険
診療等を受けることができる。

2,395 4,987 健康推進課
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施策評価シート別紙２（事務事業一覧）

施策Ⅱ－３－１　医療機能の確保施策の名称

所管課名
前年度
事業費

目的（意図）事務事業名
今年度
事業費


